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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事要旨） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成28年２月12日（金）16:08～16:39 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田 達夫 アジア成長研究所所長 

         大阪大学社会経済研究所招聘教授 

委員 鈴木  亘 学習院大学経済学部経済学科教授 

委員 原  英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

＜関係省庁＞ 

持永 秀毅 国土交通省大臣官房審議官 

鶴田 浩久 国土交通省自動車局旅客課長 

英  浩道 国土交通省総合政策局政策課政策企画官 

坂井 英隆 国土交通省自動車局旅客課企画調整官 

＜事務局＞ 

藤原  豊 内閣府地方創生推進室次長 

 
（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 過疎地域等での自家用車ライドシェアの拡大について 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 それでは、既に何回もお越しになっておりますけれども、自家用車ライドシ

ェアということで、事務的にも精力的にいろいろな議論をさせていただいておりますが、

前回の指摘事項に対しまして回答をいただいておりますので、それについての御議論とい

うことでお願いできればと思います。 

 それでは、八田先生、よろしくお願いします。 

○八田座長 毎回どうもありがとうございます。 

 もう一歩というところですので、御説明をお願いしたいと思います。 

○持永審議官 前回は口頭だけのお話でございましたけれども、今回は紙に落としてまい

りましたので、それをご覧いただき、補足しながら説明とさせていただきたいと思います。 

 まず制度の基本的な考え方でございますけれども、新しく設ける制度については国家戦



2 

 

略特区という場所において、その中における過疎地などの交通空白地において外国人観光

客を主にイメージしながら自家用有償旅客運送制度をつくっていく、拡大するということ

でございます。 

 前回、御指摘がありましたけれども、内外差別という御指摘もありますので、日本人を

排除するというようなスキームにならないように考えていきたいと思います。 

 それから、運行主体の議論がいろいろありましたけれども、旅客の運送そのものは厳し

い安全性、利便性が義務づけられた緑ナンバーでやっていただくのが、私ども行政として

も国民としても安心なところであり、交通空白地の場合は例外的に自家用車を使っていた

だけるというのは御存じのとおりだと思います。この場合の例外的に自家用車を使ってい

ただく場合においての安全規制というのは、最小限にとどめざるを得ないわけですので、

緑のナンバーと比べれば一段落ちというのが現実の姿になっております。 

 そういった中で、先般、軽井沢でのスキーバス事故があって、今、旅客輸送全般につい

て国会の皆様、いろいろな国民、関係者の皆様から安全対策をもう一回、抜本的に強化す

べしということを強く求められておりまして、私ども国交省としては夏までには抜本的な

対策を打ち出すという段階で、今はそういう打ち出しに向けた検討会というものを週１ぐ

らいのペースで精力的にやっているという状況にあります。そういった意味で安全性が一

段落ちると申し上げた自家用有償旅客運送を拡大するというのは極めて慎重に、これは戦

略特区だからというわけではなくて、考えなければいけないことだろうと考えています。 

 そういった中での新しい制度、もっと言えば自家用有償旅客運送を拡大するという議論

なものですから、ここはミニマムの姿でスタートをしないといろいろな方の御理解を得ら

ないだろうし、制度新設そのものも難しくなりかねないということもございますので、や

はり運行主体としては市町村になっていただいて、でももちろん丸投げではなくて、国交

省としても当該市町村にきちんと安全性の御指導を申し上げながら運行していただきたい

ということでございます。 

 それから、地域でどうやって方針を決定していくかということですけれども、区域会議

を活用するという場合であっても、地域の交通事業者さんを排除するというのはよろしく

ないだろう。といいますのも、結局、自家用有償旅客運送が単独で交通機関として機能す

ることではなくて、特に観光客等々を考えると、遠方から来ていろいろな交通機関を使っ

て観光をすることになりますので、これは外国人でも日本人でも一緒です。そういう意味

ではネットワークとして機能させる以上、既存の交通機関と自家用有償旅客運送というの

は有機的に連携しなければいけないし、そういった意味において地域の事業者をちゃんと

インボルブしながら、合意形成するというのが必要なのだろうと思っています。 

 観光という切り口で申し上げましたけれども、今、観光立国ということで2,000万人に事

実上、到達したということのその先を目指して国交省全体としてもやっていますので、そ

ういった意味で地域の事業者をインボルブさせるということになったとしても、私どもと

しても観光客の足でありますので、円滑、迅速な合意形成ができるように努力を最低限す
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ることは当然のことだろうと思っています。 

 それから、保険のことがありますけれども、保険というのは保険があるから直ちに安全

が確保されるというわけではないとは思いますが、いずれにしても万が一というのは常に

世の中にございますので、そういった意味では緑のナンバーであっても自家用有償旅客運

送であっても保険というのは不可欠でありますし、今回新たに拡大する制度においても、

一定レベルの保険を求めるということは当然だろうと思っています。 

 以上、とりあえず紙の説明でございます。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の方から御意見を伺いたいと思います。 

○鈴木委員 幾つかあるのですけれども、まず１つ目は前回、市町村しかだめだという話

をひとしきりやったわけですけれども、市町村だから安全だということは、全くそういう

エビデンスはないでしょうというお話だったと思うのです。そのときに出てきたのは、既

存の今の仕組みがNPOを許しているのに、ここでNPOをだめということになるとダブルスタ

ンダードになって、その辺の説明をどうするのですかという御質問をしたと思うのですけ

れども、それに対するお答えが今なかったと思うのですが、これはどのように考えていら

っしゃるのでしょうか。 

○持永審議官 既存の自家用有償旅客運送との決定的な違いは、既存の自家用有償旅客運

送というのは地域の中で閉ざされた基本制度設計になっていますので、地域における互

助・共助、一種、顔見知りの間でやっている部分に近い部分があります。 

 一方、今回やるのは外部から、特に外国から来るお客様を運んで観光してもらいたいと

いうことですので、そういう意味では第三者性の程度が格段に上がってくるというのが１

つあります。 

 それから、自家用有償旅客運送を市町村で行う場合とNPOで行う場合、事故がそんなに違

うのですかねというお話については、これはしっかりした統計があるわけではありません

が、数年前のサンプル調査を見ると、NPOと市町村と比べると市町村のほうが事故率が半分

ということになっていますので、圧倒的な差になるのだろうと思っています。 

○鈴木委員 ちょっと待ってください。それはどのような数字なのですか。だから比較対

象は市町村。 

○持永審議官 自家用有償旅客運送を市町村がやっているものと、自家用有償旅客運送を

NPOでやっているものとの比較です。 

○鈴木委員 市町村というのは、具体的には嘱託も入っているわけですね。だからそれは

何と何を比較しているのかという問題がある。 

○持永審議官 市町村が運行主体になってちゃんと監督している。他方はNPOがやる。その

違いです。 

○鈴木委員 それは正式に出せるものなのですか。それに基づいて何か言うということは、

ちゃんと出していただかないと。 
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○持永審議官 今日は資料を持ってきておりませんけれども、サンプル調査なので統計的

信頼度もどうかなというものがあるのですが。 

○鈴木委員 ということは、それに基づいて議論しなくてもいいということですね。参考

意見としてはお聞きしますけれども。 

○持永審議官 出せるかどうかは検討させていただきますが。 

○鈴木委員 では、それはそれに基づいてはここで議論しません。だってエビデンスがな

いわけですから。 

○持永審議官 事実としては、そういうサンプル数があります。 

 以上です。 

○鈴木委員 あるという事実をもとに、ここでは議論はしませんということでよろしいで

すね。 

○持永審議官 はい。するかしないかは先生方の御判断なので、半分ですという事実があ

るということが私どもの申し上げたいことです。 

○鈴木委員 そうすると、またもとに戻ってしまうのですけれども、NPOを排除する安全基

準という意味で、NPOを排除することの正当性というか、説明がないということになるので

すけれども、いかがですか。 

○持永審議官 データを出せるかどうかは検討させていただきます。 

 それから、ミニマムでスタートするときに公から入るというのが常識だと思うので、ま

ずは公の市町村であるべきという発想であり、そこに安心感があり、今回の制度を世の中

に御理解いただいてということを考えると、そこは極めて慎重にやらないとうまくいかな

いのではないかということなのです。 

○鈴木委員 いろいろご努力されているのはよくわかっているので、別に真っ向から全部

反対するいとうことではないのですけれども、要するに誰に御理解をいただくかというこ

となのですけれども、市町村だと安全で、例えば非常に安全基準を満たしているNPOはだめ

ですということだと、それを理解しない人も多いのではないかというのが私なんかの懸念

するところです。だから別にミニマムでやるということであっても、例えばNPOでこういう

基準を設けて、その基準を満たしているようなNPOであればオーケーとか、あるいは市町村

がちゃんと関与してここにNPOをやらせるとか、何かそのような工夫というか、落としどこ

ろみたいなものは考えられないものなのでしょうか。 

○持永審議官 私どもとすると、市町村が主体になっていただきながらも、直営でやるの

もいいですけれども、例えば地域のバス事業者さんでもタクシー事業者さんでもいいです

けれども、地域のしっかりした方を、または民間の方をフル活用していただくというのは

大いにあり得ると思っていますし、そういった形で民の力などを、地域を元気にするため

に使っていただければなと思っています。 

○鈴木委員 どうぞ。 

○鶴田課長 補足いたしますけれども、こういったワーキングの場でも非常にいろいろな
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御指摘をいただきながら、真摯に受けとめて検討しておりますけれども、並行して冒頭に

藤原次長からもありましたが、事務方同士の日々調整をしておりますので、先ほど先生が

おっしゃったような一定の基準を満たしたようなことは考えられないのかということも、

いろいろなことを前提に置かずに議論していますので、そのような中で検討してまいりた

いと思います。 

○鈴木委員 だから検討はしていただくということですね。ありがとうございます。 

○原委員 今の続きで、先ほどの話ですとNPOと市町村を比較したときに、エビデンスがち

ゃんとあるのかどうかは別として、市町村がやったほうが安全性が高いです。地元の人た

ちだけが乗るのだったら安全性が低くてもいいけれども、外からの人も来るのだったらそ

ういうわけにいきませんというお話だったと思うのですが、後段のほうの理由は何でしょ

うか。地元の人だと事故に遭ってもいいという理由は何なのでしょうか。 

○持永審議官 重複で申しわけございませんけれども、結局、地域の互助、共助の社会と

全く完全な第三者を乗せるというところの違いを見ると、主体の幅において違いがあるの

は仕方がないのではないかということなのですけれども。 

○原委員 仕方がないと考えられる論理は何なのですか。 

○持永審議官 地域の互助・共助か、完全な第三者かというところと、もう一つは先ほど

申し上げているように、まずこの制度を関係者の理解を得てスタートさせるに当たってミ

ニマムなスタートをさせたいということになると、公か民かと言ったら、まず公からスタ

ートさせるしかないので、そういう意味での公なのです。 

○原委員 私は前から申し上げているように、自家用有償輸送だからといって安全基準を

緩和している、安全性は犠牲にするのですというのは、そもそも理解できないのです。そ

こがずれているということなのだろうと思うのですが、いずれにしても地元の人だと事故

に遭ってもいいのですか。そういう御判断で国交省さんではこれまで制度設計をされてい

るという理解ですか。 

○持永審議官 地元の人が事故に遭っていいということではないのですが、まず自家用有

償旅客運送の方は例えば国家資格のある運行管理者・整備管理者がいないとか、点検の期

間も違うとか、緑ナンバーと自家用有償旅客運送はさまざま安全規制においての差という

ものがあります。そういう意味においては同じレベルの安全性なのかと言われれば、違う

と言わざるを得ないのが事実です。そういった意味で自家用有償旅客運送の中で最低限の

規制はかけて、それはきちんと守ってくださいねということでやっていただいていること

になっていますので、そういった意味において最低限の規制、安全性は守られているとい

う世界の中での市町村かNPOなので、NPOだからすごく危ないという意味ではなくて、まず

一定のレベルが達成された中での話だと思っています。 

○原委員 基準は緩いとしても、これもまた以前もこの議論はしましたけれども、要する

に車の少ないところであれば、そもそもそんなに厳しい安全基準を求めなくても事故が起

きていない。実態上、そんなに事故が起きていないわけです。都市部というか全国レベル
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で比較したときのタクシー、ハイヤーよりも自家用有償輸送の場合はよほど事故が少ない

わけです。ということなので、別にそういう地域の人は事故に遭ってもいいとお考えにな

っているわけではなくて、実態に応じた安全規制をとられているということなのではない

ですか。それだったら私は理解しやすい。 

○鶴田課長 少し補足をさせていただきますと、互助・共助との比較を申し上げたのは、

多分本当に事故率みたいな客観的にわかる安全性とは別に、乗る人が安心感を持って使え

るか。要は外から来る人が日本ではタクシーというものがあって、緑のナンバーをしてい

て、それは安心だ。白ナンバーはだめだということになっているのだけれども、でも一定

のところではどうもいいらしい。どういう乗り物だったら安心して乗れるのかというとき

に、そこで互助・共助の話が出てくるのは、地元の中でやっているときは、あのNPOがやっ

ているのなら安心だよねとわかる。だけれども、外から見ると必ずしもそこはわからない

ので、なのでよりいわゆるローカルガバメントが最終的にちゃんと責任を持っているのだ

というところから始めたほうが安心なのではないかという文脈だと思います。 

 一方で事故率をサンプルでとってみると半分になっていますというのは、フェーズの違

う話なのかなと思います。 

○原委員 申し上げたいのは、要するに国交省さんとして、安全性を一定の場合に犠牲に

すると言われないほうがいいのではないですか。それこそ今回のスキーバスの問題なんか

も起きたり、これだけの問題が起きている中で、国交省さんが一定の場合には安全を犠牲

にしてもいいんですと言われていること自体が大変問題であるような気がするのです。そ

こは考え方の問題だと思いますが、もう一つ、先ほど一定の基準を満たす場合については

市町村以外についても御検討されているということだったのだろうと思いますけれども、

例えば安全性の確保であったり、あるいは何らかのことがあった場合の保証も含めて安心

の問題というのも前回議論があったと思いますけれども、そのようなことであっても、こ

れは鈴木先生も再三言われているように、市町村だったら安全だ、安心だなんていうのは

全く多くの人にとっては感覚が違うわけで、過疎地の自治体よりもよほど資金力のある企

業、NPOが幾らでもあるわけでありまして、そのようなところがやったほうが安全も安心も

確保されるのだと思うのです。もし一定の基準ということを考えるのであれば、そういっ

た安全性や安心を確保できるようなところであればいいというルールを設けられれば、そ

れは別にNPOだ、企業だ、市町村だ、公共だというところで切る必要は全然ないのではない

でしょうか。むしろ市町村でもここはあなたは無理ですねというところはいくらでもある

のではないかと思うのです。 

○鶴田課長 前段でおっしゃっていた安全性を犠牲にしているという言い方はしないほう

がいいのではないかということは、我々も犠牲にしているというよりも、そこは本来は望

ましい緑ナンバーのサービスというものが成り立たないのだから、ここはやむを得ないと

いうことで安全性を下げて認めているということです。それは最小限必要な安全性は確保

しているという前提ですけれども、だからそこの緑ナンバーに求めている安全性と、自家
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用有償運送に求めている安全性は違うのは事実なので、そこは犠牲にしているというより

も、下げているということだと思います。 

 それから、基準の中で安全安心を確保するということなのではないかということは、そ

れは先ほど申し上げたように検討している中で、そういう視点も受けとめて検討を続けた

いと思います。 

○鈴木委員 お話を聞いていると、こういうやり方はないのかなと思うのですけれども、

先ほどの基準を下げてしまったというと、どうしても安全性を犠牲にしているとしか受け

とめられないですね。だから例えば今回みたいに外国人もある程度入るというようなこと

が想定されるものをつくるのであれば、今までの自家用有償運送よりも安全性の基準を別

途少し上げるようなことを考えるという方向はないですか。それをすれば市町村だからだ

めだとか、NPOだからだめだとか、そういう話ではなくて、一定の基準があるわけだから、

それを満たせばどちらでもいいですということにできると思うのです。そのほうが多分、

よっぽど理解がしやすいのではないか。 

 保険、保険とこの間、言っていたのは、保険によって事後的に保障されることが重要だ

と言っているのではなくて、保険にきちんと入って保険料率が変わるような仕組みになっ

ていれば、それは安全性を守るためのすごいインセンティブになりますので、保険にきち

んと入っているということ自体が安全性の基準になるのではないか。安全性をちゃんと担

保していますということの表れになるのではないかという意味で保険料というものが出た

わけです。ちゃんと保険に入るということも安全性の基準でハードルの、要するに今まで

自家用有償運送で入っていなかった人たちがちゃんと入らなければいけないですというこ

とをすること自体が、安全性の基準を上げることに多分なるのではないか。そういう議論

だったのです。だから何か新たなジャンルとして安全性の基準をもう少し上げるような、

それを満たせば別に自治体でもNPOでもいいです。逆に満たさなければ自治体であってもだ

めですというようなものをつくるという方向では考えられないでしょうか。 

○鶴田課長 保険に関しては我々も理解をしていなかったということではなくて、この答

え方はどちらかというと賠償のほうを書いておりますけれども、御指摘は市場の規律でも

って安全性を確保したらということと受けとめております。そういうことも含めて我々と

しては制度として成り立つようになる暁には、我々も共同して説明責任が発生してくると

思っております。例えば国会で安全性は大丈夫なのかという質問は、当然我々も出ていか

なければいけない場面もあるでしょうから、場面としてはそういうことですが、根っこに

あるのは社会的に受容される考え方というのをどのように形にできるのかということだと

思いますので、今の御指摘も考えあわせて検討したいと思います。 

○八田座長 安全性に関しては、基本的に例えば外国航路を航海する船長に要求されてい

る水準と、渡し船をやるのと、両方とも船だし、両方とも安全性は大切だけれども、渡し

船の船長が外国船の資格まで取らなくてもいいよというのが、緑ナンバー、白ナンバーの

違いのような感じがするのです。ですから、基準を考えてくださるというのはありがたい
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ことだと思います。 

 もう一つの論点は、下のほうの既存事業者を意思決定から排除する仕組みが適切ではな

いということで、裏返して言うと既存事業者を意思決定に加えさせることになっていると

思うのですが、私どもが申し上げてきたのは、特区全体の仕組みからして区域会議が中心

的な役割をすると、できるだけ既存の事業者の意見も聴取する。それは必ずやるけれども、

意思決定ではこれは従来のフレームワークの区域会議でやることが前提だ。国の代表と地

元自治体と事業者、特に実際に事業をやる人たちです。それをやるというのが前提だと思

っているので、ここの書き方は何らかの調整が要るのではないかと思うのです。 

 これは要するに特区の制度全体とのかかわりだから、１つの例外をつくりにくいという

ことだと思います。 

○持永審議官 この仕組みをうまく生むためにも、既存の事業者に関係なく勝手にやるん

だぞという形になるというのは、なかなかハードルが高いだろうというのもあって、何ら

かの形できちんと合意形成において既存の事業者をインボルブすることに工夫できないか

なということなのですけれども。 

○鈴木委員 いろいろなレベルが考え得ると思うのです。今、八田先生がおっしゃられた

のは、法律の部分とか、そういうところではこれを考慮することは難しいということです。

それがどうしてなのかというと、ほかもこういうことがいっぱいあるのです。医学部をつ

くるとか、保育のほうをやるとかいろいろあって、それも基本的に反対することがまず確

実であろう既得権を持っている既存の団体を合意形成の場所に出してくると、それは反対

されますので、そうではないような仕組みをつくってきたので、オブザーバーとかヒアリ

ングとか、具体的に医学部とか保育とかいろいろなことの規制緩和の部分で何をやってき

たかというと、そうは言っても意見は聞く必要があるでしょうということで、オブザーバ

ーとかヒアリングという形でお呼びして意見を聞くのだけれども、ただ、そこの中で拒否

権を発動するとか、そのようなことはできないような仕組みを担保しながら、その辺はう

まいことやってきたわけです。 

 だから今回も何かそういう、要するにこちらとして絶対に譲れないのは、そういう業界

団体が区域会議の中で拒否権を発動するような仕組みは、それはほかも全部それをやらな

ければならなくなってしまうので、それはちょっと勘弁してくださいよということなので

すけれども、でもいろいろな意見をお聞きするというのは、その後のいろいろ運行をスム

ーズにするためにも必要なことだろうと思いますので、何かその書きぶりでお互い納得で

きるようなことという、いろいろな段階があると思いますので、そこを何か工夫できない

かなと思うのです。 

○鶴田課長 ありがとうございます。ここで書かせていただいた、競合関係ではなく補完

関係にあるため、というものを少しだけ補足させていただきますと、以前、電力の例も出

していただいて、お話があったかと思うのですが、そういったいわゆる儲かる市場に出て

いこうとする人と、それを阻もうとする人という図式とは違うのですという意味合いでご
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ざいます。要は逆に民間の事業として成り立たなくなっているところで、どうやって足を

確保するかということで補完関係なので、アプリオリに反対する人たちではないのだとい

うことを御理解いただきたいと思ったということが１つ。一方、逆に個々の場面場面では、

既存の事業者がもう少し柔軟に対応すればうまくいくのにという場面もあると思いますの

で、そこは我々の指導不足ということもありますけれども、アプリオリに抵抗勢力なんだ

みたいなことではなくて、もう少し現場現場でうまくいくような方法はないのかというの

が我々の問題意識です。そこは御指摘のように工夫をしていくことがどうできるのかとい

うのも、先ほど申し上げたような検討の中でさせていただくのかなと思っております。 

○八田座長 原さん、どうでしょうか。 

○原委員 おっしゃるとおりだと思います。 

○八田座長 とにかく御意見を伺う仕組みをつくるのがいいと思います。実際に運用上で

はちゃんと意見を伺うことが役に立つと思うのですが、最終的な意思決定のところにメン

バーとして関与することが仕組み上、難しいということなのですね。これは事務局的にも

もう一歩押していって、これも難しいですが、ここの言葉がうまく事業者を意思決定から

排除する仕組みが適切でないと言えるというのを、もう少し文言を受け入れられるような

ものになったらいいと思います。 

○原委員 先ほど冒頭に御説明されたのも、要するにむしろ意思決定というよりは、きち

んと連携が図られればいいという御説明をされたのだと思うのです。多分、最後意思決定

のところまで必ず入れてほしいというお話は、むしろそれよりもこの事業を円滑にスター

トするためには、そうしないとなかなか難しいですという、そちらのほうのお話だと思い

ますので、連携のほうはなされれば。 

○八田座長 連携という言葉を使う。 

○原委員 あとは円滑にスタートするところをどう説明されるかという説明の仕方の問題

だと思います。 

○持永審議官 ネットワークなので連携しないといけないということがまず基本にあって、

そういう意味で完全に敵方になってしまうと、そこが埋まらない。このため、合意形成に

インボルブさせていただきたいということを申し上げたという意味です。 

○八田座長 連携のための協議から排除する仕組みは適切ではないという感じですかね。 

○原委員 これ自体は別に決定するわけではないですから。 

○鈴木委員 通知みたいなものの案をつくってきていただいて、それを議論するという感

じでしょうかね。 

○八田座長 わかりました。では、そういうことで大分溝は狭まっていると思いますので、

考えていることも同じことだと思いますが、最後の文案のところで御提示いただければと

思います。 

 どうもありがとうございました。 


